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2011年5月
１　内政

（１）大統領の地方訪問

・9－12日，ゲブーザ大統領はソファラ州を訪問。10日，ゲブーザ大統領は内戦時代に反政府ゲリラ（レナモ）の拠点であった，マリングウェにて集会を主宰し，住民及び旧レナモ兵士に対し，平和の重要性を説いた。

・13‐17日，ゲブーザ大統領はザンベジア州を訪問。訪問初日，モペイア，モクバ，イレ郡等を視察した。

・30日，ゲブーザ大統領は，ナンプラ州，カボ・デルガード州各州の訪問を開始した。ナンプラ州ムルプラ郡にてゲブーザ大統領が主宰した集会において住民は，病院のベッド，水，食糧，救急車などの基本的なサービス不足について不満を表し，同サービスの質向上を要請した。また，31日，同州リバウエ郡にて開かれた大統領主宰の集会において住民は，生産されたジャトロファ（バイオ燃料の原料）を買取る市場（需要）がないと不満を表明した。
（２）国会

・5日，国会にて公共組織における外国人公務員の雇用法案が多数決により承認された。また，国会事務局の資金管理の効率化・支出削減（国会議員特権の抑制）を目的とする法案が承認された。レナモ及びMDM両野党議員団は，資金抑制の手段が不透明なことを理由に投票を棄権。
・11‐12日，政府閣僚は国会での質疑応答に出席した。シャン財務大臣は，大規模プロジェクト（メガ・プロジェクト）の契約条件の再交渉を可能とする法案の策定を政府が決定した旨応答した。

・16日，会期国会にて補正予算案が承認された。同補正案により，国家予算支出は当初の132,400百万メティカルから141,800百万メティカルへ増額した。同補正予算は，生活費高騰対策の実施及び2010年度燃料供給会社への補償措置などを含む。（注：1米ドルは約30メティカル）

・17日，国会にてエルメネジルド・ガミート国会議員が国家評議会委員長に承認された。

・19日，会期国会にて2011年度補正予算案，兵士法，官民連携（PPP）法，憲法改正案が票決により最終審議を通過した。

・20日，3月に開始した第3期会期国会が閉会。今次国会では，食料補助法案，憲法改正法案等につき議論が行われた。次期国会の開会は10月に予定されている。

・会期国会にて野党レナモ議員団は，既存の国家資金・資産の横領禁止法が現実に適さないというパウリーノ検察総長が発言した事実を基に同法律の改正法案を今次国会において緊急審議することを提案したが，却下された。
（３）その他

・3日，閣議において2011～2014年貧困削減行動計画が採択され，2014年までに食糧貧困指標は現在の54.7％から42％へと低下することが見込まれている。
・26日，マプトにて行われたアフリカ･ピア･レビュー･メカニズムに関する報告書発表式においてゲブーザ大統領は，汚職と犯罪は対話の文化，複数政党民主主義，グッド・ガヴァナンスの確立を阻害する旨強調した。

・警察報道官によれば，給与支払いの遅れ，未払い，労働時間の超過などに対し抗議していた，警備会社G4Sの被雇者（警備員）24人に不法な暴力を加えたとされる警察機動隊に対する調査が内務，司法，労働3省合同委員会により行われた結果，同暴力行為の責任者として機動隊員5名が指摘された。他方，処罰に関する詳細は公表されなかった。

・モザンビーク空港会社（ADM）資金横領事件において禁固刑が下されたムングアンベ元運輸通信大臣が，23日，マプト中央刑務所に収容された。2010年2月の判決においてムングアンベは禁固20年の判決が下されたが，最高裁判所の最終判決に基づき刑期が4年半に軽減された。

・インローガ商工大臣は，食糧補助（cesta basica）政策の実施は6月を見込んでおり，現在，正規公務員分の登録を終了し，社会保障に登録する民間セクター労働者の登録が行われている旨表明した。

・近く，ガザ州マンジャカーゼにビジネス管理大学，ソファラ州ベイラにモザンビーク・アドヴェンティスト大学，マプト市に防衛大学がそれぞれ開設される予定。現在，当国には，公私立を合わせて計38大学が存在する。

２　外交

（１）ゲブーザ大統領のナミビア訪問

・18～20日，ゲブーザ大統領は，ポハンバ・ナミビア大統領の招待により同国を訪問した。大統領夫人，バロイ外務協力大臣，アムラネ大統領府議会・地方自治区議会・州議会問題担当大臣が同行。同訪問中，両国間の査証廃止の合意書及び政治・外交強力に関する覚書が署名された。20日，ゲブーザ大統領は，ウィントフックにて開催されたSADC政治・防衛・安保トロイカ会議にも出席し，マダガスカル及びジンバブエ情勢の進展について協議した。

（２）コローマ外務協力副大臣の第三回TICADフォローアップ閣僚会合への参加

・1－2日，コローマ外務協力副大臣はモザンビーク政府の代表として，セネガルで開催された第三回TICADフォローアップ閣僚会合に参加した。

（３）その他

・30日，マプトにて開かれたインド洋海賊対策ワークショップ後の記者会見においてモンドラーネ国防副大臣は，海賊対策においてモザンビーク政府がノルウェーとの協力を維持する意向を表明した。

３　経済

（１）ゲブーザ大統領のアフリカ世界経済フォーラムへの参加

・3日ゲブーザ大統領は，バロイ外務協力大臣と共にケープタウンで開催されたアフリカ世界経済フォーラム（同時期に第三回TICADフォローアップ関係会合開催）に参加し，対モザンビーク投資機会に関し演説した。同日，ゲブーザ大統領は南ア企業代表約40人と会食し，二国間貿易拡大に期待する旨表明した。

・4日，ケープタウンにてゲブーザ大統領は，当国政府がエネルギー不足問題の解決策として風力及び太陽光エネルギーの導入を推進する旨表明。

（２）テテ州石炭開発

・23日，マプトにてビアス鉱物資源大臣と対談したミュールズ豪首相特使は，今後2年間において同国がテテ州鉱物セクターのインフラ改善プロジェクトのため官民パートナーの資本を下に32百万メティカル（約1百万ドル）を投資する意向を表明した。

・数か月以内に当国政府は，テテ州ベンガ炭鉱の石炭輸送を目的とするザンベジ川利用の可能性に関する環境調査結果を発表する予定。20日，マプトにて同調査の一環として公聴会が行われた。

・Riversdale Mocambique Lda.社は，ベンガ炭鉱の石炭輸送のため機関車11台，貨車200台を調達中，投資額は50百万ドル。同社は，セナ鉄道による石炭輸送は需要を見たさないと分析しているため，ザンベジ川による輸送可能性を政府に打診中。ベンガ炭鉱の初年度年間生産量は推定2百万トン，将来的には年間20百万トンが見込まれる。

（３）農業

・中国企業CAMCE Lda.社は，同国政府の融資32百万ドルを下にモザンビーク国内に精米工場（ザンベジア州ナマクラ），トウモロコシ加工工場（テテ州アンゴニア），綿加工工場（マニカ州グロ）を建設する予定。
・モザンビークの輸出に対する農業セクターの貢献は近年減少の傾向にあり，今日，最大の輸出品はメガ･プロジェクトからの産品（アルミ等）になっている。輸出が減少した農作物は綿花，砂糖，木材，アーモンド，カシューナッツ，タバコ。

・ソファラ州ニャマタンダ郡に建設中の穀物貯蔵庫（サイロ）は，当初1年前の完成が見込まれていたが，現地を視察したムアーリア同州知事は，同建設工事の遅れに遺憾の意を表した。最大容量4千トンのサイロはソファラ州のほか，ザンベジア，テテ，ニアサ州にも建設される。

・ソファラ州マロメウ郡セナ製糖工場の2010年度生産量は47,408トンに達し，2001年当時の16,092トンから2倍以上の生産量に達した。

（４）エネルギー

・18日，閣議にて2009年採択された再生・新エネルギー開発政策の詳細な開発戦略事項が採択された。右により，熱，風力，太陽光，水力，地熱，海洋エネルギー分野における民間セクターの参入が認められる。バイオ燃料分野においては既にマプト，マニカ，ニアサ，イニャンバネ，カボ･デルガード各州において民間投資が行われている。

・カオラ・バッサ水力発電所の水門8戸のうち第1水門の改修が完了した。右は，同インフラ近代化投資の一環として実施されており，年内に更に2戸の水門が改修される予定。

・ウエストバーグ在「モ」ノルウェー大使は，ナンブレッテ・エネルギー大臣とアマード・モザンビーク電力公社（EDM）社長とともに，ニアサ州を視察し，同州電化に必要な経費は約55百万ドルである旨表明。

・マトーラ市は，同市にて回収されるごみの一部を電気エネルギー発電に利用するプロジェクト案件を検討中。

（５）その他

・インローガ商工大臣は，インド企業Tata社がザンベジア州に車製造工場を設立する旨述べた。同大臣によれば，独立後に閉鎖されたままのモクバ繊維工場施設を同車製造工場に改修する可能性について検討中。

・当国政府は，鉱物資源企業が国内加工品を輸出するよう恩典の導入を打診している。

・レサノ･ガルシア国境ワン･ストップ・ボーダー・プロジェクトの進捗状況は，当初2010年半ばの開所が見込まれていたが，ロジスティックの理由の下未完成。マプト回廊ロジスティック・イニシアティブ（MCLI）の評価によれば，同施設野の効果的な機能のためには人材・物資の調整・配備における高い効率性が求められる。今年イースター休暇時期の同国境利用者数は，2010年度を11.6％上回る30万8千6百人を記録。

・1日，国際労働者の日に際し全国各地にて記念式及び労働者の行進が行われた。マプトにおいてはシマンゴ市長，労働省次官，モザンビーク労働者機構（OTM）代表が同式典に出席，マカレイアOTM代表は，労組と雇用者は各社の支払能力に基づき給与改定に関する建設的な対話の継続が必要である旨訴えた。


・18日，ブラジル社会経済開発銀行（BNDES）によるナカラ国際空港建設への融資80百万ドルに関する契約が批准された。
・過去8か月間におけるマトーラ市への投資額は500百万ドルに達した。右による同市民の雇用創出は最低でも2,000ポスト。

・マトーラ市は，同市内5箇所にセメント工場を建設する投資案を環境への深刻な影響を理由に却下した。

４．経済協力

（１）科学技術・教育

・3日，世銀は，当国2011～2015年教育戦略計画支援のため，右銀行のグループ機関である国際開発協会（IDA）より71百万ドルの融資を行うことを決定した。世銀は，以前，ファスト・トラック・ イニシアティブ（EFA-FTI CF）の枠組みから2014年までに「モ」に対し，90百万ドルの融資を決定しており，今融資は右に追加される。なお，融資金の全ては教育省に割り当てられる。
・マルティス教育大臣は，5歳以下の児童で，就学前幼児教育を享受しているのは，4％に過ぎない旨発表した。「モ」における保育所などの就学前の幼児教育施設のほとんどは個人経営で，その授業料を負担できる保護者はごく限られている。また地方には，幼児教育施設自体存在しない場合が多い。同大臣は，就学前幼児教育の場で初等教育に必要な読み書きなどを学習する児童は，他児童よりも習得が早く，今後，国家教育制度の枠組みに，就学前幼児教育を組みこむ可能性につき，模索するとした。
（２）地雷除去

・23日，モアンバ郡テンガにて日本政府は，地雷除去機（1,903,781ドル相当）を引渡した。右本件引渡式は瀬川大使及びバンゼ外務協力副大臣の出席の下，行われ，日本政府による地雷除去支援はSupplementary Mechanical Demining Activitiesプロジェクトの一環として実施されたもの。

・23日，モアンバ郡テンガにて行われた日本政府援助による地雷除去機引渡式においてバンゼ外務協力副大臣は，オタワ条約の遂行を改めて約した。一方，瀬川大使は，東日本大震災発生に影響されることなく日本は地雷分野における対「モ」支援を続行する意向を表明した。
（３）援助協調

・3～5日に行われた国連大学世界開発経済研究所開発経済セミナーにおいて，世銀エコノミストはモザンビークの今後の農業分野の発展，豊富な労働力，鉱物資源の可能性に言及しながら，向こう10年のモザンビーク経済発展は平均10%となり，10年後には中所得国になるとの見解を発表した。

・19日，マプトにて開かれた当国政府とG19間会合において当国政府側は，開発プログラム計画において援助資金拠出額と拠出時期の予測性を高めることが重要である旨主張。一方，G19議長の在「モ」英国高等弁務官は，2010年度貧困削減行動計画実施評価として目標指標を達成できなかった分野もあるものの，全体的には進展ありと評価されているものの，ガヴァナンス分野は低い評価が与えられた旨表明。
・26日，モザンビーク政府とイタリア政府間で，マニカ，ソファラ州における地方開発支援プログラム(PADR)の開始が合意された。同プログラムでは農業と家畜分野において支援活動が行われる。

・31日，G-19は，対「モ」 2012年度国家予算及びセクタープログラムに計688．6百万ドルを拠出する意向を表明した。G-19代表の在「モ」英国高等弁務官は，「モ」政府とのパートナーシップにおいて注目されることは当国の開発に資する目に見える結果を出すことで，「モ」政府はこれまで以上に迅速な結果を出す必要がある旨強調した。

・今般，モザンビーク世界銀行の新代表，ローレンス・クラーク代表が着任した。同代表は，アンゴラ，サントメプリンシペ事務所代表も兼任し，当地マプト事務所に駐在する。
（４）環境・水

・18日よりマプトを訪問中のムーレス・オーストラリア首相特使は，同国政府が，マプト，ナンプラ，カボ・デルガード3州の給水･衛生プロジェクト支援のため世銀を通じて17.25百万ドルを援助する旨表明した。
（５）保健
・10日，ゲブーザ大統領は，ソファラ州におけるコレラ及びマラリアの感染率が大幅に低減された旨，発表した。ムアリア・ソファラ州知事によれば，2009年のマラリア患者が464，019名，死亡者が302名であったのに対し，2010年には，それぞれ334，885名のマラリア患者のうち，死亡者は174名に留まった
。

・13日，マリア・ゲブーザ大統領夫人は，ローマで実施された国際NGO団体DREAM（イタリア）主催HIV/ AIDSに関する会議において，HIV陽性者への抗レトロウイルス療法へのアクセスを確保することは，「モ」政府にとって優先事項である旨，述べた。右会議には，アフリカ各国の保健大臣が参加し，AIDS撲滅の為の議論がなされた。大統領夫人は，右目的を達成する為には，医療従事者の数を増やし，都市部及び地方における診療の質を高めることが不可欠であるとした。なお，「モ」の15歳から49歳の年齢層におけるHIV感染率は11.5％とされている。　　
（６）　農業･水産・観光
・最近，シモイオにて当国政府とイタリア政府との間でマニカ，ソファラ州農業分野，貧困対策プロジェクト支援15.5百万ユーロに関する合意書が署名された。
(７)　道路・インフラ
・当国政府は，12機関，学校2校（カボ･デルガード，ニアサ州），病院（ナンプラ州）などのインフラ建設のためサウジ基金と交渉中。26日，同2者間においてマプト市海岸保護プロジェクト支援10百万ドルに関する合意書が署名された。

(８)　エネルギー
・ECは，カボ･デルガード，ナンプラ，ニアサ3州にて太陽熱エネルギー電化プロジェクトを支援。同プロジェクトは公共･社会インフラを対象とし，裨益人口は5万以上，合計費用2.4百万ユーロ，うち政府は26％を投資。
（了）

（注）これらの情報の大部分はモザンビークの国内報道に基づいており，客観的事実と異なることがあります。また，文中で使用される表現，語彙等は日本政府の見解等と必ずしも一致するものではありません。
